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朝日野総合病院（熊本市）は、熊本医療圏の基幹病院として、大腿骨頚部骨折地域連携クリティ
カルパスが保険適用となる前から運営を開始するなど、早くから地域内の医療連携に取り組んで
きました。2017年から新たな試みとして「骨粗鬆症治療連携パス」を作成し、二次骨折予防と骨
粗鬆症治療継続率の向上を目的とした連携を開始した同院の活動を紹介します。
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熊本県では 11の二次保健医療圏が設定されてお
り、2016年の人口 10万対医師数は全国平均の
251.7人に対して、熊本市全域をカバーする熊本医
療圏は 433.2人と比較的恵まれた状況にあります
が、高齢者の転倒・骨折は他の地域と同様に大き
な問題となっています。救急、急性期、回復期・
維持期、緩和医療の機能を併せもつ朝日野総合病
院は、地域密着型の医療を提供しており、毎月
1400例以上の患者が整形外科外来を訪れます。
同院では 2013年から積極的に骨粗鬆症治療を

行ってきましたが、増え続ける骨粗鬆症の患者の
治療継続と二次骨折予防を主な目的として、2016
年 7月に院内に多職種連携チームを発足させると
ともに、2017年 10月に骨粗鬆症外来を設置し、
地域内の病医院やクリニックとの連携を開始しま
した。
現在、骨粗鬆症外来では毎月 130例ほどの患者
を診察しています。整形外科医の辻王成さんは、
日常診療の中で骨粗鬆症患者をスクリーニングす
るよう意識しており、腰部脊柱管狭窄症など、骨
粗鬆症以外の疾患で受診した患者でも、必要に応
じて検査を勧めています。また、従来、骨粗鬆症
患者は整形外科外来を受診していましたが、専門
の骨粗鬆症外来を開設したことで待ち時間が短縮
し、医療側にとっても診察後に速やかに栄養や運
動の指導を行う体制を整えることができました。

20人以上のスタッフで二次骨折予防に
取り組む
「2014年 1月から治療対象者のリストを作って
骨粗鬆症治療薬を処方していましたが、患者さん
に意欲をもって治療に取り組んでもらうためには、
医師だけでは力不足だと感じていました」と語る
辻さんは、院内で多職種連携チームを立ち上げる
ために、勉強会を開くことにしました。骨粗鬆症
の病態や治療についてスタッフに説明するととも
に、各部署ごとに骨粗鬆症に関連する業務内容を
整理して、二次骨折予防にはどんな取り組みが必
要か考えて発表してもらうことで、少しずつ理解
が深まっていきました。
最終的に、看護師、管理栄養士、理学療法士、

薬剤師、放射線技師、臨床検査技師、医療クラーク、
医療ソーシャルワーカー（MSW）、歯科衛生士な
ど合計 20人以上のスタッフが連携チームに参加し
ました。毎週会議を開いて、チーム運営上の課題
について話し合ったり、患者と医療関係者が受診
日や服薬状況、診察の結果や転倒の発生状況を共
有する「折れない骨手帳」（図1）を作成し、活用
しています。
連携チームに参加する外来看護師は通院患者の

フォロー、病棟看護師は入院患者への啓発や転院
先への連絡、管理栄養士は患者の食事状態をチェッ
クして栄養指導を行い、カルシウムが多い食材を
使って家庭で簡単に作れるレシピ（図2）を考案し
て患者に配布し、理学療法士は転倒リスクを考慮し
ながら、自宅で行える自主訓練の方法（表1）に
ついて指導します。また、薬剤師は自己注射薬の
指導法や、治療薬の服用方法、薬価、副作用の一
覧表を作り、看護師が患者に説明する際に使っても
らうなど、それぞれの専門性を活かした取り組みを
行った結果、2017年には骨粗鬆症治療の開始率
が 95％以上となり、1年間の治療継続率も 82.6％

（2016年）から 89.1％（2017年）へと向上しまし
た（図3）。
「勉強会や会議も含め、基本的には業務時間内に
作業ができるよう、病院と交渉しました。当初は
4～5人のスタッフと緊密にコミュニケーションを
とりながらスタートすることも考えましたが、数
人に業務負担が集中すると継続が困難になります。
将来的には病院全体で二次骨折予防に取り組むべ
きと考え、さまざまな部署のスタッフに参加して
もらいました」（辻さん）

「骨粗鬆症治療連携パス」で治療継続
治療継続率の向上には、地域内の医療機関との

連携が欠かせません。2016年には、同院が中心と
なって熊本二次骨折予防連携研究会を立ち上げて、
骨粗鬆症の検査と治療の標準化を目的とした「骨
粗鬆症治療連携パス」（図4）の運営を開始しまし
た。連携パスは、骨折部位や受傷日、受傷機転、
手術の有無や脆弱性骨折の既往、基礎疾患、骨粗
鬆症治療歴といった基本情報に加えて、骨密度や
エックス線、骨代謝マーカーなどの検査結果、歯

科治療の有無、治療開始から 24ヵ月後までの数値
の変化や転倒・新規骨折といった情報が共有でき
よう工夫しています。
現在、同院の外来では同意を得られた 600人ほ
どの患者をフォローしており、同院のスタッフが
患者リストをチェックして、通院状況や処方した
薬剤を確認します。
転院した患者については、骨粗鬆症治療連携パ
スを転院先の施設に送り、退院から 3ヵ月後に病
棟看護師が転院先に通院状況を確認します。同院
に通院している患者は外来看護師が電話で連絡し
て、服薬状況や転倒の有無を確認したり、来院予
定日から 2週間以上経過した場合は通院を促しま

す。電話をかける患者は平均すると月に5～6人で、
当初は看護師が一人で担当していましたが、現在
は手が空いているスタッフで分担しており、患者
から「気にかけてくれてありがとう」とお礼を言
われることもあるそうです。
「二次骨折予防の取り組みが院内や地域内で認知
されてきたことで、骨粗鬆症の検査率や治療継続
率は上がってきましたが、骨粗鬆症に対する関心
には温度差があり、医療関係者の意識改革が今後
の課題です」と辻さんは語っており、骨粗鬆症治
療連携パスのさらなる普及を進めて、熊本医療圏
で骨折を予防するために邁進しています。
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［健愛記念病院看護部長］
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日常業務に「ちょい足し」で負担を軽減

本田 直美・永田 千亜希［鶴上整形外科リウマチ科看護師］

困っている部分にこそ改善策のヒントが！

渥美 綾子［呉共済病院東7階病棟看護師長］

看護師は多職種連携のコーディネーター！
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骨粗鬆症の治療率向上と骨折予防を目的とする多職種連携チームで、看護師はどん
な役割を果たすべきなのでしょうか。病医院やクリニックなど、施設によって異な
る目的や活動内容を整理して、他職種とのまとめ役となって活躍している看護師に、
チーム運営のノウハウと、地域内の医療関係者や行政との連携について伺いました。

病院での多職種連携は徹底した分業化が重要

クリニックで連携チームを立ち上げ・運営するために

地域内の医療関係者や行政との連携をどう進めるか
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病院での多職種連携は徹底した分業化が重要
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看護師は通常、病院内でもっとも人数が多く、
患者さんと接する機会が多いため、骨粗鬆症・骨
折予防を目的とした多職種連携チームにおいて中
心的な役割を果たすことが求められます。しかし、
対象となる患者さんの同意取得とリスト登録、骨
折リスクや生活習慣など患者背景の聞き取り、生
活指導、退院後のフォロー、各部署との連絡や調
整といった多岐にわたる作業を、通常業務と並行
して看護師がすべて行うのは無理があります。
多職種連携チームを安定して運営していくため
には、推進役となる医師を巻き込んで病院全体で
骨折予防に取り組み、病棟と外来看護師、他職種
の役割分担を明確にしたうえで分業を進めること
が重要です。

◎医師と相談して看護師の業務負担を軽減
当院では、2013年 6月から骨折予防を目的とし

た多職種連携「骨こつアプローチ」を開始しまし
たが、当初は 2人の外来看護師がほとんどの業務
を担当していたため、登録患者数の増加に伴って
看護師が疲弊し、孤立するという状況を招いてし
まいました。
そこで、当院の整形外科医師が病院長に相談し
たところ、病院全体で骨折予防に取り組む方針と
なり、まず「リエゾン会議」を開催して多職種連
携の目的と意義、各部署の活動内容について話し
合い、今後の方向性と会議の定例化を決定しまし
た。
現在は、外来看護師、各病棟の看護師長、理学
療法士、管理栄養士、薬剤師、社会福祉士、事務
員がチームに参加することとなり、リエゾン会議
を毎月開催して、症例検討や、治療計画、患者家
族のサポート、退院した患者さんのフォローといっ
たさまざまな課題について話し合っています。患
者登録や各部署との連絡、スタッフと患者さんが
情報を共有するためのツール作成を担当する事務
局も設置されました。
このように、看護師が医師と相談しながら、特
定のスタッフに業務が集中しないよう配慮してい
くことが、多職種連携をスムーズに続けるうえで
大きなポイントとなります。連携チームが孤立し
ないよう、院内の研修会や勉強会を通じて骨折予

防の意義と連携チームの活動について発表するな
ど、院内のスタッフに活動を周知することも重要
です。

◎病棟看護師と外来看護師の役割分担が重要
看護師の負担を軽減するためには、外来看護師

と病棟看護師の役割分担を明確にする必要があり
ます。外来看護師は通院患者さんのフォローに特
化する一方で、病棟看護師は患者さんと接する時
間が外来看護師よりも長いため、患者情報の聞き
取りや生活指導により多く時間を割くようにしま
す。
当院を例にとると、病棟看護師は、FRAX®を

用いて、既存骨折の有無や治療歴、ステロイドの
長期使用歴といったリスクを確認し、フォロー対
象者から同意書を取得し、事務局に登録を依頼し
ます。患者さんのADLをチェックして、自宅の
階段や段差といった住環境について聞き取ったり、
日光浴、運動、食事、内服薬や注射薬の継続状況
について確認して、事務局を通じて理学療法士や
管理栄養士に個別指導を依頼します（図1）。
外来看護師は、退院後のフォローと通院患者へ

の対応を担当します。入院中に指導された内容を
継続しているか確認して、必要に応じて追加指導
を実施するとともに、転院先への連絡や、患者さ
んが自宅に戻る場合はケアマネジャーとの打ち合

わせも行います。通院患者さんの情報をチェック
して、予定日を過ぎても来院しない患者さんには
ハガキを出したり、電話で来院を促したり、骨折
が治って治療の必要性がないと自己判断している
場合は、電話で定期的な検査の必要性について啓
発し、「先生の顔を見に来てください」と声をかけ
ます。

◎日常業務に 「ちょい足し」 で負担を軽減
さらに、連携チームに参加していない看護師で

も、担当する患者さんがフォロー対象となった場
合は同意書を取得したり、看護師が行った基本的
な生活指導を各専門職が補完するよう依頼します。
例えば、理学療法士に入院中から転倒リスクチェッ
クや運動指導を依頼し、外来で退院後の経過を確
認してもらうなど、院内のスタッフ全員が少しず
つ通常業務に骨折予防への取り組みを「ちょい足
し」することにより、連携チームの負担を減らす
という方針で活動しています。

◎院内の情報共有と患者指導用ツールを
　作成する部署を設置
スタッフ同士の情報共有と患者指導については、

事務作業を担当する事務局が設置されたことで、
さまざまなツールが利用可能となりました。
患者さんの入院時の情報は「骨こつアプローチ

チェックシート」（図2）を利用して、検査値や
FRAX®によるリスク評価の結果、指導記録を管
理しており、同意書や指導記録など関連書類を「赤
ファイル」にまとめてスタッフ同士で情報を共有
してきましたが、現在は、電子カルテに情報を追
加しています。また、食事、運動、服薬に関する
注意事項や検査結果を患者さんに伝える内容をま
とめた「青ファイル」を利用していましたが、携
帯性の問題もあって患者さんがなかなか持参して
くれなかったため、最近は骨粗鬆症財団が発行し
ている「骨粗しょう症連携手帳」を携帯用のクリ
アファイルに入れて患者さんに手渡しています。
ほかにも、院内にポスターを掲示したりパンフレッ
トを置いたりして骨粗鬆症の予防を呼びかけ、骨
折確率を計算するFRAX®計算機を置いたコーナー
を設けています。
今までに説明してきたように、看護師の役割分
担と、医師をはじめとするさまざまな職種の参加、
事務局の設置により、登録患者数は290例となり、

骨粗鬆症の治療開始率は骨こつアプローチ開始前
の 33％から 70％前後に改善し、治療開始から 2年
後の継続率も 68.9％となっています。しかし、登
録数の増加とともに再びデータ管理が困難になり
つつあり、今後、患者さんのフォロー期間を 3年
間に限定する案も浮上しています。

◎院外での普及活動も重要な課題
施設によって必要とされる多職種連携チームの
目的や活動は異なりますが、チームの立ち上げ当
初から業務を分散し、さまざまな職種を巻き込ん
でいくことが大切です。活動を続けていけば院内
の認知度のアップに伴って、協力者も増えていき
ます。
退院後の患者さんの治療継続には、地域内の医
療関係者や福祉関係者、行政との連携も必要です。
外部組織との連携は難しい面も多いのですが、地
域内の看護師が集まる研修会での多職種連携の始
め方についての講演や、他施設からの見学の受け
入れなど、さまざまな機会を見つけて、院外への
普及活動を行っていくことが求められます。

1

・推進役となる医師を巻き込んで病院全体で骨折予防に取り組む
・チームの立ち上げ当初から業務を分散
・病棟看護師と外来看護師の役割分担がカギ
・院外での普及活動も重要

Point

スタッフが情報を聞き取り、FRAX®で骨折確率を計算
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への声かけ、治療計画や検査結果をスタッフと患
者さんで共有するツールの作成を始めることにな
りました。

◎毎月の勉強会で治療方針の共有と
最新の知識を習得
治療継続に対する患者さんのモチベーションを

上げるためには、メディカルスタッフだけでなく、
受付担当の事務員も含めて、院内の全職員が骨粗
鬆症に関する知識をもち、患者さんとその家族に
こまめに声をかけることが重要です。
当院ではまず、院内スタッフが集まって勉強会

を開催することになり、勉強会を通じて院長の骨
折予防に対する熱意と治療方針をスタッフが共有
し、骨粗鬆症の病態や治療について学ぶことがで
きました。2011年には骨粗鬆症の治療継続を目的
とした医療チームが発足し、学んだ知識を実践す
る場ができたことで、自信がついてきました。現
在でも、毎月勉強会を開いて新しい骨粗鬆症治療
薬について学んだり、製薬メーカー主催のウェブ
セミナーを聴講しています。

◎患者さんと検査や治療の情報を共有して
モチベーションアップを図る
現在フォローしている骨粗鬆症患者は約 900例

です。「治療・検査計画表」（図1）を利用して、

治療開始から 2年間の診察と検査の予定を患者さ
んに説明します。計画表には骨密度検査や骨代謝
マーカー検査の予定を記入して患者さんと情報を
共有し、治療へのモチベーションアップを図って
います。
また、定期的に患者アンケートを実施しており、
自己注射剤を使っている場合は「どれくらいの期
間で自己注射に慣れましたか」「痛みはとれました
か」「心配なことはありませんか」と質問していま
す。1週間程度で慣れているケースが多く、「友達
が同じ注射をしており、寝る前に注射すると副作
用があまり気にならないという情報をもらった」
など、患者さんから貴重な情報を得られることも
あります。
こうしたさまざまな取り組みにより、治療開始
率は、2009年の約 60％から、昨年は 80％以上に
まで改善しました。

◎困ったことから改善策を考える！
治療継続率が上昇した一方で、当院には理学療
法士がいないので、転倒リスクの評価ができない
などの課題もあります。マンパワーが限られるク
リニックでは、まず、困っている部分から改善策
を考えて対処することが重要です。たとえば、患
者さんの検査や服薬状況をスタッフ同士でなんと
か共有できないかと思ったことがきっかけで、薬

剤別に紙の色を変えた「薬剤予定表」（図2）を作
成したり、患者さんの来院予定日を把握するため
に、カレンダーの日付欄に患者さんの名前を書い
たシールを貼って対応（図3）しました。電子カ
ルテも導入していますが、紙に印刷した方が、パ
ソコンを立ち上げる必要がなく短時間でチェック
が可能など、実際にやってみなければわからない
ことも多いものです。

◎調剤薬局や歯科との連携も重要
当院では近隣の調剤薬局と連携して、薬剤師が

患者さんの骨粗鬆症リスクを確認したチェック
シートや、患者さんから聞き取った情報をまとめ
た「トレースレポート」（図4）を当院に送っても
らい、受付の職員がカルテにはさんで、院長やス
タッフが確認しています。医師には言いにくかっ

た心配事や、日頃の生活習慣などの患者情報を薬
剤師から教えてもらい、確認したいことがあれば
すぐに電話をするか、直接話しにいけるような関
係を保っていることも、治療継続率のアップに役
立っています。
歯科との連携も重要です。ビスホスホネート薬
などを服用している患者さんに対しては、日本臨
床歯周病学会が作成した「歯周病のセルフチェッ
ク」により歯周病のリスクを評価し、リスクがあ
る場合は歯科受診を積極的に勧めています。さら
に、熊本県内で年に 2回開催されている「熊本骨
粗鬆症リエゾンサービス研究会」で、医師や、看
護師、理学療法士、薬剤師、歯科衛生士などさま
ざまな職種と交流して、地域内の多職種連携の実
例から学んでいます。

◎現状分析と医師とのコミュニケーションが重要
クリニックで骨折予防のチーム医療を立ち上げ
るためには、まず現状を把握するために、医師に「骨
粗鬆症の治療状況をチェックしてみませんか」と
声をかけてみましょう。骨粗鬆症の治療率が意外
に低かったら、医師に治療の必要性を認識しても
らうチャンスです。次に「骨粗鬆症リエゾンサー
ビスについての勉強会をしてみませんか」と相談
してみるなど、医師とこまめにコミュニケーショ
ンをとり、連携チームの立ち上げに向けて、院内
スタッフのモチベーションを高めながら少しずつ
前進していくことが重要です。
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骨折予防のチーム医療と看護師の役割特集

2

本田 直美・永田 千亜希［鶴上整形外科リウマチ科看護師］

困っている部分にこそ
改善策のヒントが！

クリニックで連携チームを立ち上げ・運営するために

入院施設をもつ病院では、骨粗鬆症性骨折を起
こした入院患者さんの二次骨折予防が大きな課題
となります。一方、外来診療が中心となるクリニッ
クでは、通院患者さんの治療継続に加えて、骨粗
鬆症の早期発見と一次骨折予防も視野に入れて、
スタッフが一丸となって患者啓発に取り組むこと
が重要です。
当院はスタッフが15人（そのうち6人が看護師）

のクリニックで、毎月 600人以上の骨粗鬆症の患
者さんが来院します。鶴上浩院長が2009年3月に、
当院に通院している骨粗鬆症と診断されながら未
治療の患者さんを調査した結果、その 6割弱に骨

密度の低下や骨折歴などの危険因子があり、治療
が必要な状態と判明しました。脆弱性骨折の治療
のために基幹病院に転院した患者さんについても
調べたところ、転院先を退院後の治療率も 4割未
満という結果でした。
骨粗鬆症の薬物治療は、1年以内に患者さんの

45.2％が脱落しますが、2年継続後はほとんど脱
落しないとの報告（Arch Intern Med 2005;165: 
2414-19）があります。そのことより、私たちは
治療開始から 2年間が治療継続の重要な期間と考
えています。そこで、当院では骨粗鬆症の治療継
続を徹底するために、スタッフの教育と患者さん

・一次骨折予防も視野に入れて患者啓発に取り組む
・定期的な勉強会で骨粗鬆症の予防や治療の知識をアップデート
・受付担当の事務員も含めた全スタッフが患者さんに声をかける
・身近なカレンダーなどを利用して患者情報をスタッフ同士で共有
・現状分析と医師とのコミュニケーションが重要

Point

月に1度の勉強会で最新の情報を学ぶとともに、医師とスタッフが緊密にコミュニ
ケーションをとりあって連携。



渥美 綾子［呉共済病院東7階病棟看護師長］

看護師は多職種連携の
コーディネーター！

地域内の医療関係者や行政との連携をどう進めるか
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一次骨折予防において重要な役割を果たす骨粗
鬆症検診の全国での実施率は 61.4％で、受診率
は 4.4％ に と ど ま る と の 報 告 が あ り ま す
（Osteoporosis Japan 2007;25:649-55）。地域内で
の骨折を予防するためには、看護師がコーディネー
ターとなって、院内で骨折予防を目的とした多職
種連携チームを運営するとともに、他施設の医療
関係者や行政と連携して、一般市民の啓発を行う
ことが重要です。

◎医療関係者や行政との連携にはまず院内の体
制作りから

2012年、私が当院の整形外科病棟に異動した際
には、大腿骨近位部骨折患者の手術が年間200件
ほどあり、似たような受傷機転、患者背景の方が
次々に来られ、整形外科病棟とはいえ、退院後に
同じ患者さんが反対側骨折で再入院することも多
く、骨折以外の既往症や、認知症の増悪、せん妄
など、周術期以外の対応に追われて疲弊しがちな
看護師の労働環境改善が必要な状況でした。ちょ

うど当院の整形外科医である寺元秀文医師が、大
腿骨近位部骨折手術後のクリニカルパスに骨粗鬆
症の検査や治療の項目追加を検討していた時期
だったこともあり、徐々に院内の体制作りを進め
ていきました。
その後、2015年に呉市の整形外科医が中心と

なって発足した「呉・地域包括医療における骨粗
鬆症を考える会」の勉強会に参加して、地域内で
二次骨折予防に取り組む医療関係者からさまざま
な医療連携の実例を学んだことがきっかけのひと
つとなり、2016年2月に「骨粗鬆症サポートチーム」
が活動を開始しました。
現在は患者用のクリニカルパス（図1）に再骨
折予防手帳を活用した骨粗鬆症指導を組み込み、
整形外科医、腎臓内科医、口腔外科医、看護師、
薬剤師、管理栄養士、理学療法士、歯科衛生士、
事務員の合計11人が一丸となって骨粗鬆症の治療
と骨折予防、医科歯科連携に取り組んでいます（図
2）。

◎看護師は多職種連携チームのコーディネーター
看護師は、チームに参加するさまざまな職種の

メンバーのまとめ役として、コーディネーター役
に徹することが重要です。たとえば、患者さんの
運動指導を理学療法士に依頼する場合は、患者さ
んの自宅にある段差など、あらかじめ基本的な住

環境を聞き取って伝えま
す。理学療法士はその情
報を基に、入院患者さん
の転倒・転落リスクアセ
スメントを合同カンファ
レンスで行うとともに、
転倒予防のための運動療
法を指導します。ほかに
も、服薬指導の参考とし
て、患者さんが座位を保持できる時間を薬剤師に
伝えるなど、看護師が意識的にかかわって、それ
ぞれの専門職がより最適な患者指導を行うために
必要な情報を共有し、患者さんの目標設定などを
検討することが必要です。

◎一般市民向けの骨粗鬆症教室を隔月で開催
当院では、一般市民の啓発を目的として、2016
年7月から「骨粗鬆症教室」を隔月で開催してい
ます（図3）。開催にあたっては院内に告知ポスター
を掲示し、ポスターや案内を近隣の医療施設、呉
市保健所・健康推進課の担当者に郵送します。参
加者数は毎回20人ほどですが、呉市から一般市民
宛に配布されるタウン情報誌や「市政だより」に
教室の情報が掲載され、120人が参加したことも
あります。60～80歳代が中心で、講演会の後には、
希望者に重心動揺検査を行い、体組成、10 m歩行

3

・看護師はチームに参加するさまざまな職種のメンバーのまとめ役
・「骨粗鬆症教室」で一般市民を啓発
・院内外のメディカルスタッフへの啓発も重要
・行政との連携には医師の協力が不可欠
・医療関係者が集まる場での勉強会や交流会で力を貸してくれるキーパーソンを見つける

Point

図1　患者用クリニカルパスで手術前後の注意事項や指導内容を説明

速度、膝伸展筋力を測定します。なお、開催にあたっ
ては、マツダ病院（広島県安芸郡）の骨粗鬆症教
室に参加した経験を基に、チームミーティングで
当院に適した内容での教室開催について協議を重
ねました。
今年度からは、当院の職員が地域内のさまざま
な施設で健康に関する一般向けの「呉市健康イキ
イキ講座」を呉市と共催で実施することになり、
その一環として骨粗鬆症サポートチームのメン
バーが骨粗鬆症や転倒の予防に関する講演会を開
く予定です。

◎メディカルスタッフの啓発や交流会も実施
また、呉市の看護協会主催の勉強会で看護職員
向けに講演を行ったり、院内や、系列の病院の学
会発表で活動を伝えたり、メディカルスタッフに
も骨粗鬆症について真剣に考えてもらうために「将
来的に患者になるかもしれない」と声をかけてい
ます。さらに、2016年より「広島骨粗鬆症マネー
ジャーミーティング」の世話人をしております。
広島県内の骨粗鬆症マネージャー同士の交流を目
的として、毎年講演会を開催する予定です。

◎さまざまな機会を利用してキーパーソンと接触
呉市は、もともと行政組織と地域内の医療機関
との連携が緊密な地域です。骨粗鬆症に関しては
呉整形外科会を通じて、呉内科会で骨折予防の重
要性に関する講演を行ったことがきっかけとなり、

2016年8月に、呉市地域保健対策協議会に「骨粗
しょう症地域包括医療体制検討小委員会」が設置
されました。骨粗鬆症にかかわる医科、歯科、薬科、
行政の連携が強化され、今年度から新たに骨粗鬆
症検診を開始することとなりました。このように、
当院のスタッフや、地域内の医療関係者、行政組
織が骨折予防という目的を共有していたことが幸
いして、さまざまな啓発活動が可能になっていま
す。
現在、全国で骨折予防の多職種・多施設連携や、
行政との協力について模索している医療関係者は
多いと思います。同じ地域内の行政組織や医療関
係者であっても、骨折予防への関心や活動には温
度差があり、苦心しているケースも多いのではな
いでしょうか。
今までに説明してきたように、地域内の医療関
係者や行政と連携して骨折予防の啓発活動を進め
ていくためには、院内で多職種連携チームを作り
上げて、運営していくことがまず必要です。院内
でのチーム構築に難渋している場合は、同じ地域
内で多職種連携チームを運営している施設のス
タッフや医師に相談して、自分が勤務する施設の
医師に連絡してもらうといった方法が考えられま
す。医師の協力が得られれば、地域の医師会など
を通じて、活動の幅を広げられるかもしれません。
さまざまな機会を活用して、力を貸してくれるキー
パーソンを見つけましょう。

・医療関係者が集まる場での勉強会や交流会で力を貸してくれるキーパーソンを見つける
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第6回日本脆弱性骨折ネットワーク（FFN Japan）セミナーより

全国各地で多職種・多施設が連携して骨折入院患者の再骨折予防に取り組んで
います。骨粗鬆症マネージャーや運動器看護師、転倒予防指導士やロコモコー
ディネーターなど、医療関係者がさまざまな資格を取得して、積極的に患者支
援に乗り出しています。3月に浜松で開催された「第6回日本脆弱性骨折ネット
ワーク」では、こうした動きも含めて、看護師や理学療法士がどんな形で医療
連携に加わっているのか、報告が相次ぎました。

名古屋市東部の八事（やごと）地区では、名古屋第二赤十字病院を中
心に、運動器疾患の医療連携に取り組んでいます。その中核が八事整
形医療連携会。連携パスで骨折後患者の再骨折予防を支援する一方、
地域住民を対象にロコモや転倒予防に焦点を合わせて、さまざまなイ
ベントを展開しています。

　私が代表世話人を務める「八事（やごと）整形会」
は、名古屋市東部の八事地区の整形外科医の集ま
りです。地域連携センターを設けて医療連携に取
り組んできた名古屋第二赤十字病院の呼びかけで
1999年に設立しました。情報共有のための症例検
討会や勉強会、市民公開講座や専門医を対象にし
た単位取得講演会なども開催しています。2003年
には、整形外科医に加えて、運動器疾患の診療に
携わる医療従事者が集まり「八事整形医療連携会」

を立ち上げました。
　この会は、当院を中心
に転院患者の受け入れで
協力体制にある地域内の
14施設が幹事になって
運営しています。医師以
外に、看護師、理学療法
士、作業療法士、医療ソー
シャルワーカー、薬剤師、
管理栄養士、医事課職員など、多くの現場スタッ
フが役員として参加しています。年 2回、地域医

地域連携によるリエゾン・ロコモ予防 ―― 名古屋第二赤十字病院

パス導入を端緒にチーム医療を展開
佐藤公治（名古屋第二赤十字病院副院長）

療の標準化を目指して開催する研究会では、毎回
テーマを決めて講演会と勉強会を行います。また、
会員施設を紹介し合い、同じ職種同士で親睦を深
めて横のつながりを強化しています。会の活動方
針は、この研究会の前後に開く世話人会で決めて
います。
　具体的な活動でまず挙げられるのが、大腿骨頚
部骨折地域連携パスの運用です。長期入院が必要
で、場合によっては生涯治療が必要な大腿骨頚部
骨折は、一つの病院だけでは治療が完結しません。
地域で分業化して、医療スタッフと患者さんの間
に顔が見える関係を構築する必要があります。パ
スの運用は比較的小さな地域向きで、医療の標準
化にもつながります。高齢化を背景に地域の大腿
骨頚部骨折は増加しており、着実にパスの運用実
績を重ねています。
　それ以外にも会は表1のような活動を行ってい
ます。骨折後は対側骨折の予防が重要ですから、
特に骨粗鬆症と転倒骨折の予防に注力しています。
また、ロコモ対策を重要課題として、急性期病院
でマニュアルを作成して患者さんに講習会を行い
ます。このマニュアルはパンフレットにして地域
の連携施設や市民公開講座でも活用します。一方、
関連施設のスタッフを対象に出張講義を行い、骨
粗鬆症マネージャーやロコモコーディネーター、

転倒予防指導士などの育成に協力します。保健所
や事業所の健康教室に講師を派遣して、行政や地
域社会への働きかけも行っています。
　市民公開講座は「八事ロコモ健康教室」の名称
で年 2回開催しています。医師以外のスタッフも
講演を行い、ロコモ度テストや簡易歩行分析で、
ロコモについての啓発と予防を呼びかけています。
　現在、日本骨粗鬆症学会認定医 11名、骨粗鬆症
マネージャー 26名がチームとなって、リエゾン
サービスのポイントを具体的に 7項目にまとめた
OLS-7に基づいて活動しています。また、大学や
企業や行政とも連携して、セミナーや講演会で啓
発活動を展開しています。
　リエゾンやロコモ予防に取り組んで実感するの
は、予防事業はすぐには結果が出ないことです。
地域・多職種連携で講演やセミナーを行って、幅
広い年齢層に呼びかけを続ける必要があります。
そのために、スタッフ一人ひとりがモチベーショ
ンをもって、患者さんに説明できるように専門外
の知識も身につけ、プレゼン法にも工夫をして啓
発活動を行うことが大切です。
　かかりつけ医への情報伝達も含め、他科の医師、
介護関係者とスムーズに連携していくことが、今
後の課題です。



40 Osteoporosis Japan PLUS Vol.3 No.2 2018

その段階で本認定されることになります。
　研修会では1日かけてサルコペニアとフレイルの概要、栄養対策や運動療法に関する講義が
行われ、具体的な身体機能評価法の紹介に加えて、高齢者の疑似体験なども行われます。2019
年の暫定申請に向けて第1回目の研修会が5月20日に名古屋で行われ、7月8日に東京で行わ
れる第2回目の研修会でも募集定員に達し、多くの方が参加される予定です。11月18日に大
阪で開催予定の第3回の研修会には、指定の期間中に学会ホームページ（http://jssf.umin.jp/）
から申込み可能です。
　研修会の参加費、申請時に必要な審査料、合格後の登録料などの詳細も、学会ホームページ
で紹介しています。
　なお、認定後は5年ごとに更新試験を受ける必要があり、更新前に3回の学会大会参加と1
回の研修会受講が求められます。

健康長寿と地域包括ケア支援に向けて

　日本サルコペニア・フレイル学会は、診療現場でサルコ
ペニアやフレイルの認知度を高めるため、情報発信を続け
ています。昨年末に発表した「サルコペニア診療ガイドラ
イン2017年版」は、世界発のサルコペニア診療ガイドラ
インとして注目を集めました。その後、学会にはメディカ
ルスタッフを中心に、どうやってハイリスク例を見つけ出
し、どんな指導をすればよいのか、具体的な方法を知りた
いという声が多く寄せられました。そうした要望に応える
形で、学会では現場ですぐに活用できるような情報を、メ
ディカルスタッフ向けにわかりやすく、かつ体系的にまと
めた診療実践ガイドの年内発表を予定しています。
　サルコペニア・フレイル指導士の資格を取得した多くの
メディカルスタッフが、学会が発信する情報を活用しなが
ら国民の健康長寿を支え、超高齢社会の地域包括ケアを支
援する場で大いに活躍することが期待されます。

　高齢化の進展につれてサルコペニアやフレイルへの関心が高まっています。介護予防の観点
から、社会をあげて予防と治療に取り組むことが必要で、そのためにはまずリスクの高い例を
早期に見つけ出して対処することです。
　筋肉量の減少と筋力、身体機能が低下した病態のサルコペニアについては、「サルコペニア診
療ガイドライン2017年版」で、AWGS（アジア･サルコペニア･ワーキンググループ）による
アジア人向け診断基準を用いることが推奨されています。スクリーニングには「指輪っかテスト」
が有用とされています。
　一方、フレイルには身体だけではなく、精神・心理的、社会的な虚弱状態なども含まれます。
そのため、現状ではまだ診断基準は定まっていませんが、「フレイル診療ガイド2018年版」で、
日本版CHS基準（ J -CHS基準）が身体的フレイルの代表的な診断法とされています。簡易評
価法としては「基本チェックリスト」、「簡易フレイルインデックス」なども有用です。
　日本サルコペニア・フレイル学会では、高齢者をはじめ国民の健康長寿を支援する人材の育
成が急務と考え、「サルコペニア・フレイル指導士」の認定制度を開始することとしました。本
指導士の役割は、サルコペニアやフレイルの知識のもと、（対象者が通院している場合は主治医
の了解のもとに）対象者を正しく評価して指導計画を立案し、計画に基づいて他のさまざまな
職種とも連携しながら、安全に指導を行うことです。

指導士の申請条件と資格認定までの流れ

　サルコペニア・フレイル指導士の申請条件はメディカルスタッフであること。申請のために
は次のいずれかの資格を有し、資格取得後3年以上経過していることが必要です。医師、歯科
医師、看護師、薬剤師、保健師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、管理栄養士、臨床検査技師、
社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、歯科衛生士、歯科技工士、臨床工学技士、放射線技師、
介護支援専門員、臨床心理士、健康運動指導士。さらに、新規入会も含む日本サルコペニア・
フレイル学会会員であることと、申請に際しては所属施設の証明か学会理事の推薦が必要です。
　サルコペニア・フレイル指導士の資格認定制度は、正式には2021年度から開始されますが、
暫定期間を設け、申請受付けは2019年4月からです。
　2021年度以降の申請の条件は、①3年以上学会一般会員であること、②各1回の研修会受講と
学会大会への参加、③指定申請書と5例の活動報告の提出が必要で、webシステムによる認定試
験に合格すれば認定証が交付されます。2019年度と2020年度は、①一般会員以外でも申請可
能で、②研修会の受講が必要、③指定申請書と3例の活動報告が申請条件となります。試験に合
格すれば暫定認定証が交付され、その後2021年度に認定試験に合格して学会大会に参加すれば、

日本サルコペニア・フレイル学会が資格取得のための研修会開催

超高齢社会でサルコペニア・フレイル指導士が果たす役割

サルコペニア・フレイル指導士制度
2019年より開始！ 
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よると、「菜食主義者の中
でも「ヴィーガン」と呼ば
れる厳格な人たちは、動物
のミルク、乳製品、卵、蜂
蜜などの摂取も拒否してき
ました。とくに英国を中心
として牛乳排斥運動には歴
史があります。日本でも明

治時代に庶民が牛乳を飲むようになると、欧米風
の生活習慣に反発するかのように、牛乳を批判す
る動きがでてきました」。
こうした背景との関係は必ずしも明確ではあり

ませんが、20年ほど前から欧米とわが国の一部の
医師が牛乳有害説を主張しはじめ、同様の主張が
何度も繰り返されながら、さまざまな立場から行
われてきたのです。飽食の時代における健康不安
の表れの一つなのかもしれません。

これらの諸説、とくに専門家による牛乳批判は、
一見したところ「科学的」な装いをしていますが、
実際にはほとんどが、例えば単純に動物性食品を
忌避するような、一方的で根拠のない「信念」に
すぎないようです。しかし、「権威ある」学者の専
門用語を交えた説明が活字になっていると、つい
そのまま信じてしまうかもしれません。このよう
な書籍が多く世に出るのも、不安を煽るような情
報にはとかく人が飛びつきやすいからでしょう。

科学的事実とエビデンスで批判に答える
「解説集」では、牛乳に対するさまざまな批判（ア
ンチミルク）を 4つのテーマに分類し（表参照）、
それぞれに科学的な事実とエビデンスをもって、
詳細に答えています。
たとえば、「牛乳にはリンが多く含まれており、

牛乳を飲むとかえってカルシウムを排出する」と
牛乳有害説の無視できない影響力
わが国における牛乳の消費量は戦後、順調に伸
び続けました。1965年頃から学校給食では、それ
までの脱脂粉乳に代わって牛乳が採用され始めま
した。また、牛乳や酪農業は現在、学校や社会で
の「食育」の重要な教材でもあります。しかし、
牛乳の消費量は 1990年代後半をピークに減少し続
けています。少子化の影響（学校給食での消費量
減少）が大きいと考えられますが、食生活の多様
化による好みの拡散も一因のようです。巷では「牛
乳離れ」の声が聞こえ、義務教育を終えると飲ま
なくなってしまうので「卒乳」などともいわれて
います。酪農家の数が減少し続けているため、牛
乳の生産量もこの数年は横ばい状態です。
この傾向に牛乳有害説がどの程度影響している
のかはわかりませんが、「有害だ」「危険だ」と不
安を煽ったり、「必要ない」「無駄だ」と有用性を
否定したりする主張が、消費者である一般市民に
与える心理的影響は無視できません。

Jミルクが批判に答える冊子を作成
酪農業、牛乳乳製品の製造業、販売業の各業界
団体が共同で設立した、一般社団法人Jミルクでは、
今年（2018）の 2月に、報道機関（主に業界紙）

向けの資料として「『アンチミルク』に答える解説
集」という冊子を作成しました（A4判、20ページ、
Jミルクのウェブサイトからダウンロードも可能）。
この冊子について、一般市民からの問い合わせや
「グループ、関係者に配布したい」という声もあり、
そうした希望にも応えています。

Jミルクは牛乳乳製品の生産・流通の安定と消費
の維持拡大を図り、国民の食生活の向上と酪農・
乳業の発展に寄与することを事業目的としていま
す。広報を担当している箸本弘一さんによると、J
ミルクでは活動の一環として、これまでにもウェ
ブサイト上で、一般向けの書籍を中心に展開され
ている「アンチミルク（牛乳有害説）」に対して、
専門家の監修の下、科学的エビデンスに基づいて
反論してきました。「『アンチミルク』に答える解
説集」（以下、「解説集」）は、これまでカバーでき
ていなかったトピックにも触れながら、それらを
集めてテーマに沿って並べて説明に広がりをもた
せ、より幅広い批判や目先を変えた言説などにも
対応できるように編集したものです。

「専門家」の「信念」に基づく批判
牛乳に対する批判や攻撃が、なぜこれほど多く
なされるようになったのでしょうか。箸本さんに

いう言説があります。これに対しては、カルシウ
ムとリンの栄養摂取基準による摂取目標量と、牛
乳中のカルシウムとリンの構成比から、常識的な
摂取量ではリンの過剰摂取とはならないこと、ま
た牛乳にはカルシウムの吸収を助ける巧妙なメカ
ニズム（カゼインのもつ特性など）があることが
説明されています。
「（牛乳の乳脂肪中には飽和脂肪酸が多く含まれ
るので）牛乳・乳製品が動脈硬化を招く」という
言説もあります。これはまったく根拠のない主張
ではなく、まっとうな学説です。しかし牛乳摂取
と循環器疾患の関連に関する最近のメタ解析によ
ると、牛乳・乳製品の摂取はむしろ動脈硬化性疾
患（高血圧・糖尿病・心筋梗塞・脳卒中）に対し
て予防的に働く可能性が示されています。「解説集」
ではそれらのメタ解析の結果が掲載され、データ
の読み方が解説されています。

反論は冷静に、不安を煽らないように
「解説集」はもともと報道機関向けに作られたた
め、一般市民にはやや取っ付きにくい印象があり
ます。牛乳を批判する一般向けの書籍が何冊も出
版されていることを思えば、それに対する反論を、
より身近な話題と平易な表現を取りいれて、書籍
として出版したほうが、より多くの人にメッセー
ジを届けられるのではないかとも考えられます。

しかし、箸本さんは「そのようなやりかたは逆
効果になる可能性があります。アンチミルク勢力
を勢いづけてしまい、騒ぎが大きくなることによっ
て、かえって人々の不安を煽ってしまうかもしれ
ません。昨年の夏にも、アンチミルクへの反論が
きっかけで、あるウェブサイトが炎上するといっ
た例がありました」と説明します。
いったん不安の種がまかれてしまうと、静める
のは難しいのでしょう。「それに、『牛乳は危険だ』
という本は売れても、『いや、牛乳は安全です』と
いう本はまず売れないでしょうね」と箸本さんは
苦笑します。
「解説集」でも、面と向かって牛乳批判への反論
を展開するという形はとらず、報道機関向けに正
確な科学的事実とデータに基づく牛乳評価を提示
して、牛乳についての正しい知識・情報が世に広
まることを期待する、という姿勢を基本にしてい
ます。
わかりやすい図解に加えて、参考文献と参考資
料が付記され、用語解説や関連情報も豊富で、ア
ンチミルクによる不安や疑問を解消するのに必要
にして十分な資料となっています。

正しい情報のさらなる普及のために
今後の課題について箸本さんは、「国民の健康に
かかわる職業、たとえば栄養士の方々にもこの「解
説集」を広めたいと考えて、栄養士さんの団体に
呼びかけています。それから医師、とくに開業医
の中にはわずかながら「隠れアンチミルク派」が
いますが、私たちは牛乳についての正しい知識を
広めるため、医学の関連分野の学会とのチャネル
を開拓しているところです」と多方面への働きか
けに意欲的です。
骨粗鬆症患者やその予備軍だけでなく、日本人
は一般的にカルシウム不足のため、積極的な牛乳
摂取が推奨されていますが、アンチミルクの主張
を耳にした人は不安になって飲むのをためらうか
もしれません。アンチミルクに対して的確に答え、
患者や家族のそんな不安を払拭するために、この
「解説集」が役に立つことを、箸本さんは願ってい
ます。

Jミルクの「『アンチミルク』に答える解説集」

良質の蛋白質と脂質、そしてカルシウムなどのミネラルを豊富
に含み、比較的安価で栄養価の高い理想的な食品として知られ
る牛乳――しかし一方、「牛乳は身体に良くない」「牛乳には害
のほうが多い」といった牛乳批判、牛乳有害説がこの十数年の
あいだに目立って増えてきました。国内外の医師や栄養士をは
じめ、さまざまな観点からの牛乳批判の書籍が出版され、イン
ターネット上でも同様の主張が数多くみられます。はたしてこ
れらの牛乳有害説はどこまでが真実なのでしょうか。
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骨粗鬆症の医科歯科連携最前線
特集

骨粗鬆症や加齢性運動器疾患など、運動器について
本誌でとりあげてほしいテーマや取材してほしい施
設など、さまざまな声をお待ちしております。
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募集します！

骨粗鬆症患者には歯周病が多く、歯の喪失率が高いことが指摘されています。
歯科における骨粗鬆症スクリーニングや骨粗鬆症患者の口腔ケアなど、
医科歯科連携の最新情報を専門家が解説します！

読者の声

・診療現場で直面している悩みや問題
・メディカルスタッフの連携の実例や経験談
・薬剤師に聞きたいこと、してほしいことなど

●詳しくは編集部までお問い合わせください。  e-mail：opj@lifescience.co.jp

PHOTOレポート◎東京歯科大学市川総合病院（市川市）
連載◎薬剤師でなくても知っておきたい薬の話／運動器をじょうぶにする栄養指導／
　　　運動指導 手がかり足がかり／地域を支える！ 健康サポート薬局　ほか
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